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介護労働の現状について
令和３年度 介護労働実態調査の結果

はじめに

「事業所における介護労働実態調査」及び「介護
労働者の就業実態と就業意識調査」は、全国の
介護保険サービス事業所の中から、無作為抽出
にて調査対象事業所を選定し、アンケート調査を
実施。

この資料では、令和３年度調査結果を基とした特
徴を事業所の実態、介護労働者の状況等を交え
て図表を用いて解説しています。
※集計結果の詳細については「結果報告書」を

参照してください。

≪調査対象事業所と回答状況≫

（１）「事業所における介護労働実態調査」
有効調査事業所数：17,011事業所
有効回答事業所数：8,809事業所
（有効回答率 51.8％）

（２）「介護労働者の就業実態と就業意識調査」
有効調査労働者数：51,033人
有効回収労働者数：19,925人
（有効回答率 39.0％）
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（所定内賃金、賞与、介護職員処遇改善加算の対応状況）

２ 事業所運営、雇用管理状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７
（運営の問題点、人材の不足感、採用・離職状況）

Ⅱ 労働者の雇用管理

１ 労働者の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15

（有給休暇、就職した理由、介護をやめた理由、ハラスメント）

２ 事業所の取り組み、研修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21

（雇用管理責任者の選任、人材育成等）
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・所定内賃金（図表 左上）は、244,969円で昨年度（243,135円)より1,834円の増加。
・賞与（図表 左上）は605,212円で昨年度（626,094円）より20,882円の減少。

所定内賃金は増加、賞与は減少 （事業所調査）
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職種別の所定内賃金（平均額）（事業所調査）

＜無期雇用職員、月給の者＞

＜有期雇用職員、時間給の者＞

(注1) 報告書の「所定内賃金」とは令
和3年9月時点（調査の前月）のもの。

月給の所定内賃金は1ヵ月に決まって
支給する税込み金額（交通費、役職手
当等を含む）。

時間給の所定内賃金は1時間あたり
の決まって支給する税込み賃金額。

※ 令和2年度より就業形態を「正規職員、非正規職員」から「無期雇用職員、有期雇用職員」とした。

所定内賃金を就業形態・支払形態
別で見ると、無期雇用・月給者は
平均244,969円、有期雇用・時間
給者は平均1,235円であった。
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都道府県別 所定内賃金（月給制）（事業所調査）

都道府県 金額 都道府県 金額 都道府県 金額 都道府県 金額

北海道 225,691 東京都 280,792 滋賀県 245,912 香川県 230,736

青森県 198,355 神奈川県 274,741 京都府 253,847 愛媛県 227,298

岩手県 221,437 新潟県 240,219 大阪府 255,940 高知県 224,537

宮城県 227,918 富山県 242,446 兵庫県 261,776 福岡県 229,216

秋田県 207,673 石川県 248,719 奈良県 253,758 佐賀県 218,038

山形県 228,969 福井県 237,877 和歌山県 236,173 長崎県 214,903

福島県 227,508 山梨県 239,851 鳥取県 221,759 熊本県 217,630

茨城県 253,227 長野県 243,482 島根県 226,987 大分県 217,084

栃木県 238,830 岐阜県 248,844 岡山県 237,502 宮崎県 206,506

群馬県 238,794 静岡県 256,088 広島県 234,298 鹿児島県 222,809

埼玉県 266,518 愛知県 260,662 山口県 234,387 沖縄県 219,791

千葉県 260,406 三重県 255,188 徳島県 225,186 全 国 242,273



介護職員処遇改善加算の対応
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介護職員処遇改善加算を算定した事業所
は全体の74.9％であった。

算定した事業所のうち、「諸手当の導入・
引き上げ」を行った事業所が61.4％と最多、
次いで「一時金の支給」が55.4％、「基本給
の引き上げ」が35.7％となっている。。

介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の対応（事業所調査）

（%）

 回
答
事
業
所
数

諸
手
当
の
導
入
・
引

き
上
げ

一
時
金
の
支
給

基
本
給
の
引
き
上
げ

そ
の
他

無
回
答

全　体 6,545 61.4 55.4 35.7 3.6 1.5

訪問系 1,914 61.4 57.7 35.7 3.4 1.9

施設系（入所型） 1,121 69.4 52.4 37.1 3.3 1.1

施設系（通所型） 2,364 56.8 56.0 35.0 4.1 1.4

居住系 844 66.7 54.6 36.0 2.3 1.3

居宅介護支援 90 54.4 45.6 43.3 1.1 2.2

介護職員等特定処遇改善加算の対応

介護職員等特定
処遇改善加算を算
定した事業所は
65.4％であった。

算定した事業所の
うち、最多は「職員
全体の処遇改善」を
行った事業所が
34.5％であった。
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全体では「人材確保」がトップだが、提供するサービスによって開きがある。訪問系（入所型）
、居住系は共に62.9％だが、施設系（通所型）は42.5％、居宅介護支援は27.2%に留まる。

介護サービス事業を運営する上での問題点（複数回答）
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運営する上での問題点は人材や財源の確保（事業所調査）

（%）
 回

答
事
業
所
数

良
質
な
人
材
の
確
保
が
難
し
い

今
の
介
護
報
酬
で
は

、
人
材
の
確
保
・
定
着
の
た
め
に
十
分

な
賃
金
を
払
え
な
い

指
定
介
護
サ
ー

ビ
ス
提
供
に
関
す
る
書
類
作
成
が
煩
雑
で

、

時
間
に
追
わ
れ
て
い
る

教
育
・
研
修
の
時
間
が
十
分
に
取
れ
な
い

経
営

（
収
支

）
が
苦
し
く

、
労
働
条
件
や
労
働
環
境
改
善
を

し
た
く
て
も
出
来
な
い

新
規
利
用
者
の
確
保
が
難
し
い

介
護
従
事
者
の
介
護
業
務
に
関
す
る
知
識
や
技
術
が
不
足
し

て
い
る

管
理
者
の
指
導
・
管
理
能
力
が
不
足
し
て
い
る

介
護
従
事
者
の
介
護
業
務
に
臨
む
意
欲
や
姿
勢
に
問
題
が
あ

る 介
護
従
事
者
間
の
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン
が
不
足
し
て
い
る

経
営
者
・
管
理
者
と
職
員
間
の
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン
が
不

足
し
て
い
る

介
護
保
険
の
改
正
等
に
つ
い
て
の
的
確
な
情
報
や
説
明
が
得

ら
れ
な
い

利
用
者
や
利
用
者
の
家
族
の
介
護
サ
ー

ビ
ス
に
対
す
る
理
解

が
不
足
し
て
い
る

雇
用
管
理
等
に
つ
い
て
の
情
報
や
指
導
が
不
足
し
て
い
る

そ
の
他

特
に
問
題
は
な
い

無
回
答

全　体 8,742 49.8 39.3 28.1 27.8 25.7 25.5 10.6 7.0 6.3 4.7 4.4 3.7 3.6 2.9 1.8 4.8 2.6

訪問系 2,841 53.7 35.0 29.6 29.2 22.2 20.9 8.6 7.5 5.8 4.7 4.9 3.7 4.7 3.1 2.0 5.2 2.7

施設系（入所型） 1,190 62.9 34.6 21.9 30.9 24.2 27.4 15.4 8.4 9.7 7.6 6.6 2.4 2.8 2.4 1.2 2.4 1.9

施設系（通所型） 2,733 42.5 45.5 29.4 28.2 31.5 30.6 10.8 6.0 5.5 4.3 3.8 3.9 2.7 2.5 1.8 3.5 2.1

居住系 886 62.9 40.0 16.8 28.1 21.0 28.2 18.2 10.9 10.0 6.3 3.8 2.8 2.8 2.8 1.0 3.4 1.8

居宅介護支援 768 27.2 40.1 41.5 17.2 25.9 16.7 2.5 3.0 1.3 1.2 2.1 6.5 4.9 3.8 2.3 13.5 4.3

（%）
 回
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事
業
所
数

良
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な
人
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の
確
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し
い

今
の
介
護
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で
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、
人
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確
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定
着
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た
め
に
十
分

な
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払
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介
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追
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取
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収
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介
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介
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介
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の
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ミ
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ニ
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ー

シ

ョ
ン
が
不
足
し
て
い
る

経
営
者
・
管
理
者
と
職
員
間
の
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン
が
不

足
し
て
い
る

介
護
保
険
の
改
正
等
に
つ
い
て
の
的
確
な
情
報
や
説
明
が
得

ら
れ
な
い

利
用
者
や
利
用
者
の
家
族
の
介
護
サ
ー

ビ
ス
に
対
す
る
理
解

が
不
足
し
て
い
る

雇
用
管
理
等
に
つ
い
て
の
情
報
や
指
導
が
不
足
し
て
い
る

そ
の
他

特
に
問
題
は
な
い

無
回
答

全　体 8,742 49.8 39.3 28.1 27.8 25.7 25.5 10.6 7.0 6.3 4.7 4.4 3.7 3.6 2.9 1.8 4.8 2.6

訪問系 2,841 53.7 35.0 29.6 29.2 22.2 20.9 8.6 7.5 5.8 4.7 4.9 3.7 4.7 3.1 2.0 5.2 2.7

施設系（入所型） 1,190 62.9 34.6 21.9 30.9 24.2 27.4 15.4 8.4 9.7 7.6 6.6 2.4 2.8 2.4 1.2 2.4 1.9

施設系（通所型） 2,733 42.5 45.5 29.4 28.2 31.5 30.6 10.8 6.0 5.5 4.3 3.8 3.9 2.7 2.5 1.8 3.5 2.1

居住系 886 62.9 40.0 16.8 28.1 21.0 28.2 18.2 10.9 10.0 6.3 3.8 2.8 2.8 2.8 1.0 3.4 1.8

居宅介護支援 768 27.2 40.1 41.5 17.2 25.9 16.7 2.5 3.0 1.3 1.2 2.1 6.5 4.9 3.8 2.3 13.5 4.3
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介
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介
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て
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や
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者
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族
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介
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解
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て
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情
報
や
指
導
が
不
足
し
て
い
る

そ
の
他

特
に
問
題
は
な
い

無
回
答

全　体 8,742 49.8 39.3 28.1 27.8 25.7 25.5 10.6 7.0 6.3 4.7 4.4 3.7 3.6 2.9 1.8 4.8 2.6

訪問系 2,841 53.7 35.0 29.6 29.2 22.2 20.9 8.6 7.5 5.8 4.7 4.9 3.7 4.7 3.1 2.0 5.2 2.7

施設系（入所型） 1,190 62.9 34.6 21.9 30.9 24.2 27.4 15.4 8.4 9.7 7.6 6.6 2.4 2.8 2.4 1.2 2.4 1.9

施設系（通所型） 2,733 42.5 45.5 29.4 28.2 31.5 30.6 10.8 6.0 5.5 4.3 3.8 3.9 2.7 2.5 1.8 3.5 2.1

居住系 886 62.9 40.0 16.8 28.1 21.0 28.2 18.2 10.9 10.0 6.3 3.8 2.8 2.8 2.8 1.0 3.4 1.8

居宅介護支援 768 27.2 40.1 41.5 17.2 25.9 16.7 2.5 3.0 1.3 1.2 2.1 6.5 4.9 3.8 2.3 13.5 4.3



介護人材の不足感※（事業所調査）

※「不足感」とは、介護サービスに従事する従業員の過不足状況において、「大いに不足」「不足」「やや不足」と回答した割合の合計値。

従業員の職種別過不足状況
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(%)

①
大

い
に
不

足

②
不

足

③
や

や
不
足

④
適

当

⑤
過

剰

不
足

感
（

①

＋
②
＋

③
）

訪問介護員 8,742 2,800 32.0 (25.1) (29.4) (26.1) (18.9) (0.5) (80.6) 67.3 0.6

サービス提供責任者 8,742 2,247 25.7 (5.7) (12.1) (15.8) (65.2) (1.3) (33.6) 70.5 3.8

介護職員 8,742 4,625 52.9 (10.2) (21.2) (33.0) (34.6) (1.0) (64.4) 44.2 2.9

看護職員 8,742 4,175 47.8 (6.1) (14.3) (24.3) (53.4) (1.9) (44.7) 47.6 4.7

生活相談員 8,742 2,835 32.4 (1.7) (5.7) (14.6) (77.2) (0.8) (22.0) 62.9 4.7

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 8,742 1,875 21.4 (2.7) (7.6) (19.9) (68.1) (1.7) (30.2) 76.2 2.4

介護支援専門員 8,742 3,068 35.1 (4.5) (10.1) (18.3) (66.5) (0.7) (32.9) 59.6 5.3

全体でみた場合 8,742 7,039 80.5 (8.5) (21.5) (33.0) (36.6) (0.4) (63.0) 　- 19.5

 回
答

事
業
所
数

当
該

職
種
の
い

る
事
業

所

当
該

職
種
は
い

な
い

無
回

答

        
            

    
        

    
            

    
        

  

  

  

  

  

  

            

 

  

        

            全 

従業員の不足感は、事業所全体で見
ると、概ね60％台で推移している。職

種別に見ると、訪問介護員が最も高く
80.6％、介護職員の64.4％がこれに続
く。



１年間の採用率・離職率（就業形態別）
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訪問介護員、サービス責任者、介護職員の採用・離職の状況（事業所調査）

離職率を職種・就業形態別でみると、「訪問介護員」の離職率は無期雇用職員が13.9％
、有期雇用職員が12.9％で無期雇用職員の方が高くなっている。「サービス提供責任者」
の離職率は無期雇用職員が10.0％、有期雇用職員が10.8％で、有期雇用職員の方が高
くなっている。「介護職員」の離職率は無期雇用職員が13.6％、有期雇用職員が17.3％で
有期雇用職員の方が高くなっている。

（ ）内は昨年度数値

14.8 14.3 14.0 

6.9 
8.8 

14.1 

19.7 

0%

10%

20%

30%

40%

3職種
(n=106,593)

無期

雇用職員
(n=20,642)

有期

雇用職員
(n=12,312)

無期

雇用職員
(n=4,495)

有期

雇用職員
(n=674)

無期

雇用職員
(n=49,105)

有期

雇用職員
(n=19,365)

訪問介護員 介護職員サービス提供責任者

14.1 13.9 12.9 

10.0 10.8 
13.6 

17.3 

0%

10%

20%

30%

40%

3職種
(n=106,593)

無期

雇用職員
(n=20,642)

有期

雇用職員
(n=12,312)

無期

雇用職員
(n=4,495)

有期

雇用職員
(n=674)

無期

雇用職員
(n=49,105)

有期

雇用職員
(n=19,365)

1年間の離職率

訪問介護員 介護職員サービス提供責任者

1年間の採用率



離職者の勤続年数の内訳
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1年間（令和2年10月1日から令和3年9月30日まで）に離職した者の勤務年数をみる

と、訪問介護員、サービス提供責任者、介護職員の３職種（無期と有期）離職者のうち
３年未満が58.7％となっている。

無期雇用職員で「1年未満の者」を職種別でみると、訪問介護員は32.6％、サービス
提供責任者は17.6％、介護職員はが33.6％となっている。

勤続３年未満の離職者が全体の約６割（事業所調査）

(%)

1年未満

の者
35.0 32.6 

17.6 

33.6 34.1 
21.9 

42.8 

1年以上

3年未満
の者

23.7 
22.5 

19.6 

25.4 
18.4 

15.1 

24.8 

3年以上

の者 41.3 44.8 

62.9 

41.0 
47.6 

63.0 

32.4 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

区分 ３職種 計
(n=15,008)

訪問介護員

無期雇用職員
(n=2,879)

サービス提供

責任者

無期雇用職員
(n=450)

介護職員

無期雇用職員
(n=6,671)

訪問介護員

有期雇用職員
(n=1,594)

サービス提供

責任者

有期雇用職員
(n=73)

介護職員

有期雇用職員
(n=3,341)



外国籍労働者の受け入れを入国資格別に見ると、「技能実習生」が2.6％で最多、次い
で「在留資格「介護」が2.0%、「在留資格「特定技能１号」」が1.6％、「留学生」が1.3％と
続く。一方、「いずれも受け入れていない」は87.9％となっている

評価については、「利用者等との意志疎通において不安がある」が59.1％で最多、次い
で「労働力の確保ができる」が53.0％と続く。
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外国籍労働者の採用と評価（事業所調査、労働者調査）

（%）
 回

答
事
業
所
数

利
用
者
等
と
の
意
思
疎
通
に
お
い
て
不
安
が
あ
る

労
働
力
の
確
保
が
で
き
る

生
活

、
習
慣
等
の
違
い
に
戸
惑
い
が
あ
る

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン
が
と
り
に
く
い

で
き
る
仕
事
に
限
り
が
あ
る

（
介
護
記
録

、
電
話
等

）

事
業
所
の
ル
ー

ル
が
理
解
で
き
て
い
る
か
不
安

職
場
に
活
気
が
で
る

（
活
気
が
で
る
と
思
う

）

業
務
が
軽
減
さ
れ
る

業
務
の
見
直
し
が
で
き
る

利
用
者
が
喜
ん
で
い
る

（
喜
ぶ
と
思
う

）

そ
の
他

特
に
気
に
な
る
こ
と
は
な
い

無
回
答

  全  体 8,742 59.1 53.0 48.2 45.7 42.8 36.2 19.0 17.9 10.4 8.4 2.6 8.5 5.4

訪問系 2,841 62.5 47.0 48.3 46.3 38.8 36.9 13.4 14.7 7.7 4.9 2.7 9.5 5.5

施設系（入所型） 1,190 58.7 70.1 54.0 50.8 48.2 39.3 27.6 25.4 16.5 10.9 3.4 3.0 2.8

施設系（通所型） 2,733 58.7 53.8 47.5 46.1 45.4 36.3 21.1 18.6 10.8 11.0 2.0 7.4 5.0

居住系 886 62.0 66.5 54.1 47.5 52.5 39.4 26.0 20.0 12.5 11.6 2.5 5.1 3.5

居宅介護支援 768 46.4 35.3 37.5 33.5 31.6 25.3 11.7 13.9 7.9 5.2 3.4 19.3 10.7
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65歳以上の労働者が「いる」と回答した事業所は68.0％、「いない」は30.6％となってい
る。また、職種別に65歳以上の労働者がいる事業所の割合をみると、「介護職員」が最も
高く45.2％であった。

法人格別でみると、社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）とNPOは「いる」が8割を占め
る。６５歳以上の労働者がいる事業所における、1事業所の平均在籍者数は4.5人で、協
同組合が6.6人で最も多い。

社会福祉法人ＮＰＯに多い高年齢労働者（事業所調査）

人

いる

68.0% 

いない
30.6% 

無回答
1.5% 

n=8,742

34.1 

7.7 

45.2 

29.8 

4.4 

1.6 

13.2 

28.7 

1.5 

0% 20% 40% 60%

訪問介護員

サービス提供責任者

介護職員

看護職員

生活相談員

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等

介護支援専門員

その他

無回答 n=5,942

65歳以上の介護労働者のいる事業所割合



導入検討中のＩＣＴ機器は、「タブレット端末等で利用者情報（ケアプラン、介護記録等）を
共有」が13.5％、次いで「記録から介護保険請求システムまで一括」が11.8％、「給与計
算、シフト管理、勤怠管理を一元化したシステムの利用」が11.5％となっている。

サービス系型別にみると、施設系（入所型）は「給与計算、シフト管理、勤怠管理を一元
化したシステムを利用している」が15.3％で、他の区分に比べて高い。
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ＩＣＴ機器の活用状況（事業所調査）

 （%）

 回
答
事
業
所
数

タ
ブ
レ

ッ
ト
端
末
等
で
利
用
者
情
報

（
ケ
ア
プ
ラ
ン

、
介

護
記
録
等

）
を
共
有
し
て
い
る

記
録
か
ら
介
護
保
険
請
求
シ
ス
テ
ム
ま
で
一
括
し
て
い
る

給
与
計
算

、
シ
フ
ト
管
理

、
勤
怠
管
理
を
一
元
化
し
た
シ

ス
テ
ム
を
利
用
し
て
い
る

他
の
事
業
所
と
デ
ー

タ
連
携
に
よ
り
ケ
ア
プ
ラ
ン
や
サ
ー

ビ
ス
提
供
票
等
を
や
り
取
り
す
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム

情
報
共
有
シ
ス
テ
ム
を
用
い
て
他
事
業
者
と
連
携
し
て
い

る グ
ル
ー

プ
ウ

ェ
ア
等
の
シ
ス
テ
ム
で
事
業
所
内
の
報
告
・

連
絡
・
相
談
を
行

っ
て
い
る

パ
ソ
コ
ン
で
利
用
者
情
報

（
ケ
ア
プ
ラ
ン

、
介
護
記
録

等

）
を
共
有
し
て
い
る

そ
の
他

無
回
答

全　体 8,742 13.5 11.8 11.5 8.1 8.0 7.4 6.1 0.6 72.1

訪問系 2,841 12.8 13.4 12.7 9.6 9.4 8.3 6.2 0.6 71.3

施設系（入所型） 1,190 17.3 15.3 15.3 8.4 7.2 10.2 6.8 0.4 63.8

施設系（通所型） 2,733 13.4 10.7 10.5 7.0 7.2 6.2 6.0 0.4 74.2

居住系 886 16.5 14.6 11.9 6.1 6.9 6.1 9.0 0.9 69.9

居宅介護支援 768 8.5 3.4 6.0 9.1 8.3 5.7 2.1 0.5 80.6



自然災害（大地震・水害）に向けた業務継続の取り組みでは、“平常時”で策定しているのは「緊急連
絡先（事業所内、関係行政、関係団体）を定めている」が76.7％で最も高い。“緊急時”で策定している
のは「災害発生時の初動対応（安全確保・被害点検）を定めている」が60.5％で最も高い。

14

自然災害に向けたＢＣＰ（事業所調査）

（%）

自
然
災
害
発
生
時
の
対
応
に
つ
い
て
の
話
し
合
い
の

機
会

ど
の
よ
う
な
局
面
で

、
誰
が

、
何
を
す
る
の
か

、
を

定
め
て
い
る

建
物
・
設
備
ご
と
の
大
地
震

、
水
害
に
応
じ
た
点

検

、
安
全
対
策

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
が
被
災
し
た
時
の
対
応
や
代
替
策
を

定
め
て
い
る

緊
急
連
絡
先

（
事
業
所
内

、
関
係
行
政

、
関
係
団

体

）
を
定
め
て
い
る

必
要
な
物
資

（
利
用
者
と
従
業
員
の
水
；
３
L
×
食

料
３
日
分

、
等

）
を
確
保
し
て
い
る

緊
急
時
に
お
い
て
迅
速
に
行
動
が
で
き
る
よ
う
に
周

知
す
る
機
会

平
時
に
お
け
る
研
修

、
訓
練
の
実
施

最
新
の
知
見
を
踏
ま
え
た

、
計
画
定
め
事
の
定
期
的

な
見
直
し

災
害
発
生
時
の
初
動
対
応

（
安
全
確
保
・
被
害
点

検

）
を
定
め
て
い
る

安
否
確
認
方
法
を
定
め
て
い
る

職
員
の
参
集
基
準
を
定
め
て
い
る

各
業
務
の
担
当
者
を
定
め
て
い
る

関
係
者
と
の
連
絡
フ
ロ
ー

、
情
報
伝
達
フ
ロ
ー

を
定

め
て
い
る

施
設
内
外
で
の
避
難
場
所
・
避
難
方
法
を
定
め
て
い

る 被
災
時

（
イ
ン
フ
ラ
停
止

、
職
員
不
足
な
ど

）
の
状

況
下
で
も
利
用
者
の
生
命
を
維
持
す
る
た
め
の
最
低

限
の
業
務

（
優
先
業
務

）
を
整
理
し
て
い
る

職
員
を
守
る
た
め
の
体
制
を
定
め
て
い
る

8,742 63.3 51.7 49.5 35.9 76.7 42.9 57.4 59.7 35.5 60.5 60.1 43.8 50.9 57.6 58.7 39.6 41.3 12.8

訪問系 2,841 56.2 42.2 37.1 28.4 71.8 27.6 50.3 45.8 29.1 51.2 57.7 35.5 41.5 51.0 39.0 34.4 40.2 15.7

施設系（入所型） 1,190 73.9 66.5 68.1 57.0 85.3 79.9 68.8 76.3 49.7 73.3 67.0 63.0 67.6 70.3 76.4 53.4 47.2 7.4

施設系（通所型） 2,733 69.6 59.9 56.6 35.2 81.7 40.1 63.5 71.3 37.6 68.4 62.2 45.7 57.5 61.4 73.5 40.2 42.5 9.0

居住系 886 76.2 62.0 70.8 52.1 88.3 76.2 70.7 78.1 49.7 75.2 70.1 59.5 61.4 70.8 83.2 53.7 48.3 5.3

居宅介護支援 768 38.5 28.0 21.1 16.9 52.7 16.1 31.5 26.2 16.7 32.6 41.5 23.4 27.5 35.3 25.9 20.7 23.8 31.3

8,742 21.9 28.8 27.6 38.0 11.6 34.3 21.7 23.4 38.7 21.4 22.3 32.0 26.6 22.6 21.7 34.4 34.5 35.1

訪問系 2,841 27.2 34.1 34.0 41.9 13.9 43.0 25.7 31.7 41.0 25.9 23.2 36.3 31.5 25.9 32.4 36.2 33.7 31.6

施設系（入所型） 1,190 18.7 25.0 22.6 31.1 9.0 13.9 20.5 17.7 37.6 18.4 23.6 27.6 23.0 20.6 16.5 34.8 39.7 38.2

施設系（通所型） 2,733 18.1 24.7 24.4 39.7 9.2 38.5 18.1 16.5 38.3 17.6 21.0 31.9 23.5 20.7 14.1 34.6 34.3 34.1

居住系 886 12.3 22.0 15.6 28.0 5.9 14.9 14.3 13.8 31.5 14.0 16.7 24.3 21.7 14.9 8.6 28.1 31.6 43.8

居宅介護支援 768 31.0 35.0 35.7 39.5 22.3 40.2 28.6 36.3 40.6 31.6 28.0 32.7 29.8 29.0 32.2 34.8 34.4 36.6

全  体

策
定
を
検
討
中

平常時 緊急時 無
回
答

回
答
事
業
所
数

全  体

策
定
し
て
い
る
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４職種全体では、最近1年間の有給休暇の取得（消化）日数は、
「5～9日」が39.8％で最多となっている。また、平均取得（消化）日
数は7.3日となっている。

4職種別でみると、平均取得（消化）日数はサービス提供責任者と
介護支援専門員がともに7.5日、介護職員が7.2日、訪問介護員が
7.1日となっている。

年次有給休暇の平均取得（消化）日数※1＜４職種別＞

年次有給休暇の平均取得日数は7.3日（労働者調査）

7.3

7.1

7.5

7.2

7.5

平均取得（消化）
日数
（日）０日

7.4 

10.3 

7.8 

6.3 

8.6 

１～４日

17.7 

19.4 

16.9 

17.7 

16.8 

５～９日

39.8 

35.8 

38.0 

43.0 

36.9 

１０～１２日

18.0 

15.6 

19.4 

17.6 

18.6 

１３～１５日

5.7 

5.6 

5.2 

4.8 

6.6 

１６～１９日

3.0 

3.4 

4.1 

2.4 

3.3 

２０日

4.0 

4.4 

4.3 

3.7 

4.5 

２１日以上

0.8 

0.7 

0.7 

0.9 

0.6 

無回答

3.6 

5.0 

3.5 

3.5 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全 体(n=13,613)

訪問介護員(n=1,851)

サービス提供責任者
(n=1,512)

介護職員(n=5,153)

介護支援専門員
(n=1,391)
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「資格・技能が活かせるから」が38.2％で最も高く、次いで「やりたい職種
・仕事内容だから」が37.6％、「通勤が便利だから」が37.2となっている。

現在の法人（職場）に就職した理由（労働者調査）

現在の法人に就職した理由（複数回答）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.2 

37.6 

37.2 

36.7 

26.1 

24.2 

10.0 

7.4 

6.8 

6.2 

4.0 

2.6 

6.0 

7.5 

1.9 

30.8 

34.2 

25.8 

35.8 

14.7 

28.2 

11.2 

9.1 

8.5 

6.8 

1.5 

3.0 

6.5 

13.4 

1.4 

40.5 

38.5 

40.7 

37.0 

29.3 

23.1 

9.7 

7.0 

6.4 

6.1 

4.7 

2.6 

5.7 

5.8 

1.9 

0% 20% 40% 60%

資格・技能が活かせるから

やりたい職種・仕事内容だから

通勤が便利だから

働きがいのある仕事だと思ったから

労働日、労働時間が希望とあっているから

人や社会の役に立ちたいから

賃金等の水準が適当だから

法人の方針や理念に共感したから

経営が健全で将来的に安定しているから

福利厚生が充実しているから

子育て支援が充実しているから

教育研修等が充実しているから

その他

理由は特にない

無回答

全体(n=19,925)

男性(n=3,953)

女性(n=14,170)

38.9 

34.8 

31.4 

36.3 

28.3 

25.8 

10.1 

6.4 

7.2 

6.2 

3.3 

2.6 

5.8 

7.7 

2.1 

41.4 

36.7 

31.7 

38.3 

18.8 

22.7 

9.6 

8.1 

7.7 

6.2 

3.0 

2.8 

6.2 

7.9 

1.3 

30.6 

32.7 

41.3 

35.6 

24.7 

22.9 

7.9 

6.2 

6.1 

6.9 

4.1 

2.3 

6.3 

9.0 

1.9 

54.2 

46.5 

36.9 

35.7 

29.0 

24.6 

12.9 

10.6 

9.0 

5.7 

3.6 

3.8 

7.5 

4.8 

2.1 

0% 20% 40% 60%

資格・技能が活かせるから

やりたい職種・仕事内容だから

通勤が便利だから

働きがいのある仕事だと思ったから

労働日、労働時間が希望とあっているから

人や社会の役に立ちたいから

賃金等の水準が適当だから

法人の方針や理念に共感したから

経営が健全で将来的に安定しているから

福利厚生が充実しているから

子育て支援が充実しているから

教育研修等が充実しているから

その他

理由は特にない

無回答

訪問介護員(n=3,097)

サービス提供責任者(n=2,162)

介護職員(n=7,517)

介護支援専門員(n=2,040)

（性別） （４職種別）
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今の勤務先（法人、事業所）に限らず、仕事（介護職種）に関する希望をた
ずねたところ、無期雇用職員・有期雇用職員ともに4職種すべてにおいて、
「今の仕事を続けたい」が最も高い。

仕事（職種）に関する希望 （労働者調査）

今の仕事を続けたい

57.5 

67.6 

53.6 

55.8 

56.0 

今の仕事以外で問1(1)に記載
されている仕事をしたい

22.3 

13.5 

26.5 

21.2 

25.6 

問1(1)に記載されている

仕事以外の仕事をしたい

3.9 

3.9 

4.3 

4.1 

4.1 

わからない

13.1 

12.5 

11.8 

15.8 

10.1 

働きたくない

2.3 

1.9 

2.7 

2.3 

3.0 

無回答

1.0 

0.8 

1.2 

0.9 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

無期雇用職員
(n=14,306)

訪問介護員(n=2,000)

サービス提供責任者
(n=1,651)

介護職員(n=5,242)

介護支援専門員
(n=1,571)

今の仕事を続けたい

59.1 

70.7 

53.4 

58.9 

52.6 

今の仕事以外で問1(1)に記載
されている仕事をしたい

22.2 

11.3 

28.6 

21.4 

29.0 

問1(1)に記載されている

仕事以外の仕事をしたい

3.1 

2.3 

3.0 

3.3 

4.6 

わからない

12.4 

11.9 

13.0 

13.2 

9.9 

働きたくない

2.4 

2.4 

1.1 

2.4 

3.7 

無回答

0.8 

1.3 

0.9 

0.8 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

有期雇用職員
(n=5,198)

訪問介護員(n=1,023)

サービス提供責任者
(n=461)

介護職員(n=2,109)

介護支援専門員

(n=435)

無期雇用職員

有期雇用職員



導職場での人間関係等についての悩み、不安、不満等（複数回答）をたずね
たところ、「自分と合わない上司や同僚がいる」が20.2％で最も高く、次いで「部
下の指導が難しい」が19.2％、「ケアの方法等について意見交換が不十分であ
る」が18.3％、「経営層や管理職等の管理能力が低い、業務の指示が不明確、
不十分である」が17.7％となっている。
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職場での人間関係等の悩み、不安、不満等（労働者調査）（サービス系列別）

（%）
 回

答
労
働
者
数

自
分
と
合
わ
な
い
上
司
や
同
僚
が
い
る

部
下
の
指
導
が
難
し
い

ケ
ア
の
方
法
等
に
つ
い
て
意
見
交
換
が
不
十
分
で
あ
る

経
営
層
や
管
理
職
等
の
管
理
能
力
が
低
い

、
業
務
の
指
示
が
不
明

確

、
不
十
分
で
あ
る

上
司
や
同
僚
と
の
仕
事
上
の
意
思
疎
通
が
う
ま
く
行
か
な
い

経
営
層
の
介
護
の
基
本
方
針

、
理
念
が
不
明
確
で
あ
る

悩
み
の
相
談
相
手
が
い
な
い

、
相
談
窓
口
が
な
い

上
司
や
同
僚
の
介
護
能
力
が
低
い

そ
の
他

職
場
で
の
人
間
関
係
に
つ
い
て
特
に
悩
み

、
不
安

、
不
満
等
は
感

じ
て
い
な
い

無
回
答

全　体 19,925 20.2 19.2 18.3 17.7 14.7 12.1 10.1 9.9 3.4 34.7 4.7

訪問系 7,574 15.6 16.8 15.8 14.6 11.4 11.2 8.5 7.2 2.9 40.8 5.6

施設系（入所型） 2,229 28.0 31.4 27.3 22.9 19.7 12.8 12.3 15.4 3.8 20.1 3.0

施設系（通所型） 6,017 22.6 18.1 18.6 19.1 17.2 12.9 10.4 10.8 3.7 32.6 3.9

居住系 1,769 27.3 29.5 26.6 20.3 18.1 11.1 12.0 16.3 3.7 23.9 2.7

居宅介護支援 1,611 13.5 9.1 6.3 16.0 8.4 13.0 10.5 4.5 3.7 48.3 6.1
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ハラスメント 職場での身体的・精神的攻撃（労働者調査）

（%）
回
答
労
働
者
数

脅
迫
・
名
誉
毀
損
・
侮
辱
・
ひ
ど
い
暴

言

（
精
神
的
な
攻
撃

）

隔
離
・
仲
間
外
し
・
無
視

（
人
間
関
係

か
ら
の
切
り
離
し

）

私
的
な
こ
と
に
過
度
に
立
ち
入
る
こ
と

（
個
の
侵
害

）

業
務
上
明
ら
か
に
不
要
な
こ
と

、
遂
行

不
可
能
な
こ
と
の
強
制

、
仕
事
の
妨
害

（
過
大
な
要
求

）

暴
行
・
傷
害

（
身
体
的
な
攻
撃

）

業
務
上
の
合
理
性
な
く

、
能
力
や
経
験

と
か
け
離
れ
た
程
度
の
低
い
仕
事
を
命

じ
る
こ
と
や
仕
事
を
与
え
な
い
こ
と

（
過
小
な
要
求

）

そ
の
他

無
回
答

19,925 8.0 4.5 3.7 3.1 1.6 1.4 1.1 85.4

訪問系 7,574 7.9 3.7 3.4 3.0 1.4 1.3 0.9 86.7

施設系（入所型） 2,229 9.5 6.5 4.6 3.3 2.6 1.3 1.3 81.7

施設系（通所型） 6,017 7.6 4.5 3.5 2.8 1.4 1.4 1.1 85.6

居住系 1,769 8.2 4.7 4.0 3.6 2.5 1.4 1.2 84.3

居宅介護支援 1,611 7.5 4.3 3.8 4.0 0.6 1.3 1.1 86.5

19,925 9.3 7.9 4.7 3.2 3.1 2.4 0.9 83.1

訪問系 7,574 8.4 6.5 4.1 3.0 3.0 2.6 1.1 85.1

施設系（入所型） 2,229 15.2 13.3 6.7 4.2 4.7 2.6 0.9 72.7

施設系（通所型） 6,017 8.1 7.6 4.5 3.0 2.6 2.3 0.8 84.1

居住系 1,769 12.0 10.9 6.3 3.8 3.6 2.3 0.8 78.2

居宅介護支援 1,611 6.1 4.4 3.2 3.1 2.0 1.7 0.7 89.1

 

全　体

受
け
た
こ
と
が
あ
る

全　体

見
た
り
相
談
を
受
け

た
こ
と
が
あ
る

職場内での身体的・精神的な攻撃として、「脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言（
精神的な攻撃）」が8.0％、「隔離・仲間外し・無視（人間関係からの切り離し）」
が4.5％、「私的なことに過度に立ち入ること（個の侵害）」が3.7％となっている。
また、見たり相談を受けたことがある身体的・精神的な攻撃を尋ねたところ、上
位3項目は受けたことがある身体的・精神的な攻撃と同様となっている。
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最雇用管理責任者の選任状況は、｢選任している｣が24.2％、｢選任してい
ない｣が73.4％となっている。

法人格別でみると、社会福祉法人は「選任している」が34.8％で、他の法
人格に比べて高くなっている。一方、地方自治体は｢選任していない｣が90.7

％で、他の法人格に比べて高い。

雇用管理責任者の選任状況：（事業所調査）

選任している

24.2 

23.5 

14.4 

34.8 

20.6 

28.0 

16.3 

16.5 

5.8 

選任していない

73.4 

74.3 

84.2 

62.6 

76.3 

70.5 

80.3 

78.5 

90.7 

無回答

2.4 

2.2 

1.4 

2.7 

3.0 

1.5 

3.4 

5.0 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全 体(n=8,742)

民間企業(n=5,128)

社会福祉協議会(n=367)

社会福祉法人(n=1,354)

医療法人(n=887)

NPO(n=404)

社団法人・財団法人(n=203)

協同組合(n=121)

地方自治体(n=86)
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人材育成への取り組みについて（同業他社と比べてどう思っているか）は、
「充実している」が8.3％、「やや充実している」が20.3％、「同じ程度」が43.4％
、「やや劣る」が15.8％、「劣る」が4.8％となっている。「充実度」（「充実している
＋やや充実している」以下同じ）は28.6％となっている。

就業形態別でみると、無期雇用職員、有期雇用職員ともに「同じ程度」が最も
高く、それぞれ42.5％、45.1％となっている。また、「充実度」は無期雇用職員
が29.2％、有期雇用職員が27.4％となっている。

人材育成への取り組み：（事業所調査）

29.2

27.4

充実度（a+ｂ）

（%）

28.6

a 

充実している

8.3 

8.6 

7.7 

b

やや充実している

20.3

20.6

19.7

c

同じ程度

43.4 

42.5 

45.1 

d

やや劣る

15.8 

15.5 

16.3 

e

劣る

4.8 

4.8 

4.7 

無回答

7.4

7.9

6.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

就業形態累計(n=12,962)

無期雇用職員(n=8,252)

有期雇用職員(n=4,710)
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採用時研修の研修受講状況（労働者調査）

採用時研修の受講有無をたずねたところ、無期雇用職員（図表 左下）は「受
けた」が47.7％、「受けない」が49.3％となっている。有期雇用職員（図表 右下
）は｢受けた｣が45.5％、「受けない」が50.5％となっている。

４職種別に尋ねたところ、無期雇用職員は訪問介護員とサービス提供責任者
は「受けた」がそれぞれ52.4％、56.3％となっている。一方、介護支援専門員は
「受けない」が57.3％となっている。有期雇用職員は訪問介護員とサ責は「受け
た」がそれぞれ53.6％、54.2％となっている。一方、介護職員と介護支援専門員
は「受けない」がそれぞれ51.8％、54.7％となっている。

受けた

47.7 

52.4 

56.3 

47.3 

39.5 

受けない

49.3 

44.1 

40.5 

49.6 

57.3 

無回答

3.0 

3.5 

3.1 

3.1 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

無期雇用職員
(n=14,306)

訪問介護員(n=2,000)

サービス提供責任者

(n=1,651)

介護職員(n=5,242)

介護支援専門員
(n=1,571)

受けた

45.5 

53.6 

54.2 

43.8 

41.6 

受けない

50.5 

41.9 

42.1 

51.8 

54.7 

無回答

4.0 

4.5 

3.7 

4.4 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

有期雇用職員
(n=5,198)

訪問介護員(n=1,023)

サービス提供責任者
(n=461)

介護職員(n=2,109)

介護支援専門員

(n=435)

無期雇用職員 有期雇用職員
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過去１年間の研修受講状況（労働者調査）

過去１年間の研修受講の有無をたずねたところ、無期雇用職員は「1～2回程
度」が58.3％、「3～5回程度」が24.8％となっている。有期雇用職員は「1～2回
程度」が58.6％、「3～5回程度」が22.6％となっている。

4職種別でみると、無期雇用職員、有期雇用職員ともに介護支援専門員は「3
〜5回程度」がそれぞれ40.7％、37.6％で、他の職種と比べて高くなっている。

無期雇用職員 有期雇用職員

平均受講回数

（回）

3.1

2.9

2.8

2.7

4.7

1～2回程度

58.3 

63.0 

64.7 

66.7 

32.0 

3～5回程度

24.8 

17.3 

20.3 

19.4 

40.7 

6～7回程度

3.8 

2.3 

3.2 

4.0 

5.9 

8～10回程度

4.7 

2.8 

3.4 

3.6 

10.2 

11回以上

3.6 

6.1 

3.1 

2.6 

6.3 

無回答

4.8 

8.5 

5.3 

3.7 

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

無期雇用職員
(n=6,256)

訪問介護員(n=740)

サービス提供責任者
(n=804)

介護職員(n=1,937)

介護支援専門員
(n=1,143)

平均受講回数

（回）

3.8

2.5

3.1

3.1

3.6

1～2回程度

58.6 

58.8 

65.0 

60.6 

39.7 

3～5回程度

22.6 

17.5 

19.8 

19.1 

37.6 

6～7回程度

4.3 

4.5 

1.5 

4.7 

6.2 

8～10回程度

5.3 

6.2 

3.0 

5.5 

8.3 

11回以上

4.1 

7.9 

2.5 

4.3 

3.1 

無回答

5.2 

5.1 

8.1 

5.8 

5.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

有期雇用職員
(n=1,928)

訪問介護員(n=354)

サービス提供責任者
(n=197)

介護職員(n=622)

介護支援専門員

(n=290)


